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정세 情勢 

朝ロ、パートナーシップ条約を締結 

 金正恩（キム・ジョンウン）国務委員長

（朝鮮労働党総書記）は２４年ぶりに訪朝

したロシアのプーチン大統領と６月１９

日、平壌で会談し、両者は「包括的戦略

パートナーシップ条約（パートナーシップ

条約）」に署名した。 

  朝鮮中央通信は２０日、同条約の全文を

報じた。２３条からなる条約の第４条には

「一方が個別国または複数の国から武力侵

攻を受け戦争状態になった場合、国連憲章

第５１条と朝鮮民主主義人民共和国とロシ

ア連邦の法に基づき、直ちに自国が保有す

るあらゆる手段を用いて軍事的およびその

他の援助を提供する」との内容が盛り込ま

れている。この条項は、１９６１年に朝鮮

とソ連が締結し、１９９６年に失効した

「友好協力相互援助条約」第１条とほぼ同

じ内容。両国関係は善隣友好関係から包括

的戦略パートナー関係に格上げされ、両国

間の実質的な同盟関係が２８年ぶりに復活

したとみられる。第４条で例示されている

国連憲章第５１条は、加盟国に対して武力

攻撃が発生した場合には個別的または集団

的自衛権を認める内容となっている。ロシ

アのラブロフ外相は、これを根拠に条項に

は問題がないと主張した。 

 また、朝鮮とロシアは一方の国に「武力

侵略行為が行われる直接的な脅威」が発生

した場合は、脅威を除去するための協力措

置に合意する目的で、交渉窓口を「遅滞な

く」稼働させることを第３条で定めた。第

８条には「戦争を防ぎ、地域的・国際的平

和と安全を保障するための防衛能力を強化

する目的の下、共同措置を取るための制度

を設ける」と記された。 

 朝鮮とロシアはこのほか、高官級の会談

など対話と交渉を通じて２国間問題と国際

問題に関して意見交換し、「国際舞台での

共同補助と協力」を強化することを決め

た。さらに、「全地球的な戦略的安定と公

正で平等な新しい国際秩序の確立を目指

し、緊密な意思疎通を維持し、戦略戦術的

協力を強化」することで一致した。 

 条約の効力は無期限で、効力停止を望む

場合は相手側に書面で通知すれば１年後に

効力が停止される。 

 会談後の共同記者発表で金正恩氏は「両

国関係は同盟関係という新たな高いレベル

に引き上げられた」と表明した上で、「両

国の共通の利益に合致し、地域と世界の平

●朝鮮とロシア、「包括的戦略パートナーシップ条約」締結で実質的同盟関係…韓米日、朝ロを糾

弾・懸念 

朝ロ首脳会談 （６・１９ 平壌・錦繍山迎賓館） 
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和と安全保障環境を守るとともに、強力な

国家建設を目指す両国指導部の構想と人民

の願いを実現できる法的基盤が整った」と

し、政治や経済、文化、軍事など多方面で

両国の協力が拡大されると強調した。 

 プーチン氏も、ロシアと朝鮮が画期的な

条約を結び、関係を新たなレベルに引き上

げることになったと評価した上で、「新条

約を土台に朝鮮と軍事分野で協力し、軍事

技術協力を発展させることも排除しない」

とし、軍事的な接近を強化する意思を明ら

かにした。 

 両氏は両国の代表団を交えた形式の会談

を１時間半以上、１対１の会談をおよそ２

時間行った。プーチン氏は次回の首脳会談

をモスクワで開くことを提案した。 

 

韓米日外相、電話協議 

 趙兌烈（チョ・テヨル）外交部長官は訪

問先の米ニューヨークで２０日夜（現地時

間）、ブリンケン米国務長官、日本の上川

陽子外相とそれぞれ電話会談を行い、先の

朝ロ首脳会談への対応を協議した。外交部

が２１日、発表した。 

 同部によると趙氏はブリンケン・上川両

氏との協議で、朝鮮とロシアがパートナー

シップ条約を締結し、軍事・経済協力を強

化することは韓米・韓日の安全保障に対す

る重大な脅威であり、朝鮮半島と域内の平

和・安定を深刻に脅かすとの認識で一致。

韓米は「強く糾弾」し、韓日は「厳重な懸

念」を表明した。 

 趙氏は朝鮮の軍事力増強に直接・間接的

に加勢するいかなる協力も国連安全保障理

事会決議への明白な違反だと強調し、韓国

政府が前日に発表した対朝鮮独自制裁や対

ロシア輸出規制品目の追加指定、ウクライ

ナへの兵器支援再検討などの対応措置を説

明した。また、国際社会の断固たる対応を

主導するため緊密に協力していくことを呼

びかけた。プーチン大統領は訪問先のベト

ナム・ハノイで、韓国政府がウクライナに

兵器を供与すれば「非常に大きなミス」に

なると警告した 

 ブリンケン氏は、米国は韓国側が取る安

保上の脅威に対する正当な措置を積極的に

支持するとして、堅固な韓米同盟に基づき

断固とした対応を取る考えを表明。米国も

朝ロの脅威に対応するため、多様な方策を

積極的に検討すると述べた。 

 両氏は引き続き関連動向を注視するとと

もに、朝鮮の挑発や緊張を高める行為に対

し堅固な韓米同盟に基づいて協力を続け、

朝鮮の核・ミサイルの脅威を無力化する韓

米同盟の拡大抑止力と韓米日安保協力を強

化するために努力することを確認した。 

 趙氏と上川氏は朝鮮の核・ミサイルと朝

ロの軍事協力に効果的に対応するため、米

国を交えた３カ国の安保協力を強化するこ

とで一致した。 

 

尹政権は対決政策をやめろ 

 朝鮮とロシアは「包括的戦略パートナー

シップ条約」を締結し、事実上の軍事同盟

関係を構築した。朝鮮半島情勢は大きく変

化している。しかし韓米日３カ国は猛反発

し、国連安保理決議を盾に朝ロを声高に糾

弾し圧迫を継続している。 

 一般的に軍事同盟や軍事ブロックが対決

を煽り平和に寄与するものでないのは自明

だ。しかし、韓米日３カ国が韓米・米日軍

事同盟と韓米日の軍事協力を棚に上げて、

朝ロの軍事同盟化を糾弾し、さらには中国

を加えた軍事ブロックの形成を警戒するの

は典型的な二重基準といわざるを得ない。 

 現在、ロシアはウクライナ戦争により米

国を軸とするいわゆる西側と対峙してお

り、朝鮮はといえば、韓米の拡大核抑止戦

略と韓米日軍事協力の強化などによる軍事

的圧迫を常に受け、平和的生存権が著しく

脅かされている。朝ロはパートナーシップ

条約を結び決定的に関係を強化すること

で、こうした状況を打破しようとしたとみ

ることができる。 

 プーチン大統領は「条約上の軍事的援助

は軍事的な攻撃があった際に適用されるた

め、韓国は懸念しなくてもいい」として、

「わたしが知る限りでは韓国は朝鮮を侵攻

する計画がないため、ロ朝の協力を恐れな

くてもいい」と述べた。政権崩壊と吸収統

一を掲げて朝鮮との軍事対決に熱中する尹

錫悦（ユン・ソンニョル）政権にとっては
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耳の痛い「正論」だ。尹政権に変化する情

勢に対応する考えがあるならば、まずは対

決政策を放棄することから始めなければな

らない。 

●【記事紹介】世宗大路をぎっしり埋めた労働者、尹錫悦退陣の「導火線」をつくる  

 「民主労総」は６月２２日、ソウル市中

区の崇礼門からソウル市庁まで続く世宗大

路を労組員ら３万人でぎっしり埋め、「労

働者の賃上げ すべての労働者の労働権争

取 全国労働者大会」を開催。賃上げ闘争

の勝利と労働権獲得を実現し、尹錫悦（ユ

ン・ソンニョル）政権退陣闘争の導火線と

なろうと決意した。民プラス（６月２２

日）の記事を紹介する（一部省略）。 

 

 ２２日、雨の中、民主労総は尹錫悦大統

領の拒否権乱発による民生破綻、そして

「反労働」の国政基調に対する全面修正を

要求して、上半期最大規模の闘争である

「労働者の賃上げ すべての労働者の労働

権争取 全国労働者大会」を３万人規模で

開催した。 

 参加者は「就任２年で拒否権を１４回行

使し支持率２１％に墜落した尹錫悦政権

『退陣闘争』の真っただ中にいる」とし、

「労働者が先頭に立ち政権退陣をつくる」

との決意を高めた。 

 民主労総はまず「すべての労働者の賃上

げ」のために最低賃金の大幅引き上げを要

求した。来年の最低賃金を決める最低賃金

委員会での議論がひとしきり進む中、公共

部門をはじめとして各産別賃金団体交渉が

進行されている。民主労総は最低賃金引き

上げ闘争を「すべての労働者の賃上げ闘

争」と宣布し闘争中だ。 

 民主労総はすべての労働者が労働権を享

受できるように「３大立法を争取する」と

の決意も明らかにした。３大立法課題は△

真の使用者を正確にする労組法２条、無分

別な損害賠償を禁止する労組法３条の改正

△延長・夜間・休日勤労手当規定も適用さ

れず、不当解雇されても救済申請できない

５人未満事業場の労働者に労働基準法の適

用△非正規職、零細事業場、プラットホー

ム労働者など使用者と交渉が難しい不安定

労働者の権利保障のための企業を超えた交

渉の法制化。 

 民主労総はこれが「すべての労働者に労

働権と労働組合をもたらす社会大改革闘

争」だとし、この日の大会を始まりとして

争点化に力を注ぐ予定だ。 

 ヤン・ギョンス委員長が組合員の決意を

さらに高めた。 

 ヤン委員長は「尹錫悦政権を追い出すこ

となしには、賃上げ、労働条件の改善、法

制化も期待できないということが、この２

年の教訓」だとし、「梨泰院惨事、五松惨

事の真相究明を望む市民、言論弾圧を拒否

し民主主義を守る市民、平和を愛し差別に

反対するすべての市民と共に、尹錫悦政権

退陣のための巨大な抗争を始めよう」と訴

えた。 

 民主労総は下半期の最低賃金引き上げ闘

争を始めとし、労働基本権のための立法活

動に総力闘争することを決意した。尹錫悦

政権の国政基調に変化がなければ、民主労

総はさらに巨大な「退陣闘争」に乗り出す

と警告し、ソウル駅を経て龍山・大統領室

へと行進した。 

 

原 文  http://www.minplusnews.com/news/

articleView.html?idxno=15039 

「民主労総」全国労働者大会 （６・２２ ソウル）  
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●【資料紹介】自主統一平和連帯 出帆宣言文  

 ６・１５共同宣言実践南側委員会は６月

１５日、ソウル市鐘路区仁寺洞の天道教中

央大教堂で組織転換のための総会を開催

し、同委員会の解散を決定すると共に、新

しい組織として「自主統一平和連帯（平和

連帯）」の発足を宣言した。 

 規約では平和連帯を「６・１５共同宣言

実践南側委員会の活動と成果を継承する」

団体とし、「平和主権者である民の草の根

の大衆運動組織として、朝鮮半島に深く内

在する植民地主義と冷戦政治、分断と戦争

体制を克服し、平和主権と自主統一の実現

のために行動する常設的連帯組織」と規定

した。 

 常任代表議長にイ・ホンジョン６・１５

南側委員会常任代表議長が、常任執行委員

長にキム・ギョンミン韓国ＹＭＣＡ全国連

盟事務総長がそれぞれ選出された。 

 平和連帯は総会後すぐさま「戦争反対 

緊急平和大行進」を展開。総会場から乙支

路とソウル広場を経て光化門前の市民公園

まで、「対北ビラ・拡声器中止！ 南北境

界線での射撃訓練反対！」を訴えながら行

進した。 

 統一ニュースの記事（６月１５日）から

平和連帯の出帆宣言文を紹介する。 

 

出帆宣言文  

 分断８０年を前にした今日、朝鮮半島は

荒波に包まれている。 

 韓米政府の「力による平和」基調と対北

圧迫政策が全面化され、北側は「南北関係

が敵対的な二つの国家関係で固着化」した

と宣言した。国家安保を口実に平和主権と

生命安保を踏みにじる尹錫悦（ユン・ソン

ニョル）政権の暴圧的な政治が続く中、朝

鮮半島の軍事危機は戦争以来、最高のレベ

ルへと駆け上がっている。 

 民族のこれまでの努力を土台に分断と戦

争の障壁を乗り越えることができる南北間

の合意を成就したが、相手を「絶滅させ

る」という敵視政策を続けて行く限り、制

限的な交流協力さえ続けることができなく

なり、戦争の危機も深化するほかない。全

世界的な多極化傾向の中でも、米国主導の

覇権政策に対する協力、冷戦対決と戦争助

長政策が重なり、主権と平和が深刻に脅か

されている朝鮮半島の現実は、自主と平和

のための一貫した努力と行動の重要性を切

実に示している。 

 南と北、海外の３者連帯組織である６・

１５共同宣言実践民族共同委員会と南側委

員会に結集し共に実践してきたわたしたち

は、南北敵対関係の深化と３者連帯組織の

解散という初めての状況に直面している。

わたしたちは分断冷戦勢力と戦争政策に立

ち向かい、より積極的な実践と行動へと進

まなければならないということを痛感して

おり、今日、組織を転換する総会を経て

「自主統一平和連帯」の発足を宣言する。 

 自主統一平和連帯は、分断史上初めて広

範囲な各界各層が結集し結成した常設的な

統一運動連帯組織である６・１５共同宣言

実践南側委員会と民族共同委員会の成果を

継承し発展させていく。自主と平和、統一

の志向の下、平和主権者である民の草の根

大衆運動を盛り立てる組織として、植民地

主義と冷戦政治、分断と戦争体制を克服し

ようとする全国各地、各界各層の団体と人

士が大きく結集する自主平和統一運動の拠

点組織としてそびえたつであろう。 

 自主統一平和連帯は不平等な韓米関係の

改善と平和主権の実現のために総力を尽く

す。分断を強要し戦争と冷戦政策を持続し

てきた従属的韓米同盟、在韓米軍問題の解

決のために積極的に行動する。 

 自主統一平和連帯は朝鮮半島に７４年

間、持続している戦争を終え恒久的な平和

体制を構築するために努力する。戦争を助

「自主統一平和連帯」出帆式 （６・１５ ソウル） 
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활동보고 活動報告 

●「三千里鐡道」が６・１５共同宣言２４周年記念集会を開催・・・ヘイト犯罪について対談 

ＮＰＯ法人「三千里鐡道」は６月１５

日、名古屋市内で「６．１５共同宣言２４

周年記念集会／対談 辛淑玉（シン・スゴ）

氏×安田浩一氏～ヘイト犯罪に抗して－日

本社会の今を問う」を開催した。 

三千里鐡道の都相太（ト・サンテ）理事

長が主催者あいさつ。「６・１５宣言が発

表されて、またわが三千里鐡道が創立して

干支二回りの時を経た。朝鮮半島情勢の厳

しさは深化しており、また日本におけるヘ

イト犯罪も看過できる状況にない。最前線

でヘイト犯罪と闘ってこられたお二人の貴

重な経験を共有し、活かしてほしい」と

語った。磯貝治郎副理事長、姜春根（カ

ン・チュングン）副理事長（韓統連常任顧

問）、康宗憲（カン・ジョンホン）顧問か

らもあいさつ。２４年間の活動を振り返

り、現在に至る朝鮮半島情勢や日本社会の

対談する辛淑玉氏（左）と安田氏 

長する敵対行動の中止と平和協定の締結を

促す一方、韓米日覇権同盟ではなく東北ア

ジア平和協力の実現のために行動し、国防

費の削減と人類共同体の課題である気候、

環境、福祉への協力を強化していく。 

 自主統一平和連帯は冷戦対決を強要する

各種の政策を清算するために努力する一

方、その結果として平和と統一を志向する

法と制度の整備が成されるよう積極的に行

動する。分断問題の平和的解決、南北和解

協力の復元と統一の実現は朝鮮半島の当事

者として決して放棄できない宿願である。

南北関係を再び統一を志向する関係へと転

換し、分断を克服するために最善の努力を

傾注する。 

 自主統一平和連帯はこの地に依然として

深く根をおろした帝国主義、植民地主義の

残滓を清算し日本の軍国主義復活を阻止

し、独島など領土主権と日本軍性奴隷制、

強制動員問題の解決など、歴史正義を実現

するために各界と緊密に連帯し実践してい

く。 

 自主統一平和連帯は分断冷戦意識とアカ

攻撃、植民地主義に立ち向かう世論形成と

力量強化を積極的に推進し、各界各層との

連帯、同胞連帯、国際連帯などを重層的に

図っていく。当局間の上層部の合意に委託

するのではなく、平和、統一問題の当事者

であり主権者である民の力を通じ、朝鮮半

島に深く根付いた分断、冷戦、戦争体制を

崩すという平和主権意識を強化し、これを

行動へと集めていく。 

 ただの一度も外勢の侵略に屈服せず、一

瞬たりとも自主と民主、統一に向けた努力

を止めなかった民族の血と汗が歴史のひだ

に込められている。自主独立と民主主義の

実現、平和統一に向け不断に努力した民の

実践的な歴史を土台に、民族が共同で築き

上げた南北合意の精神に立ち、分断の克

服、自主と平和の実現のために共に手を取

り合って行動しよう！ 分断と戦争の障壁

を崩し平和主権と自主統一を成就し民族史

の新しい地平を大きく開いていこう！ 

 

２０２４年６月１５日 

自主統一平和連帯 

 

原 文  https://www.tongilnews.com/news/

articleView.html?idxno=210912 

 

https://www.tongilnews.com/news/articleView.html?idxno=210912
https://www.tongilnews.com/news/articleView.html?idxno=210912
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状況への思いを語った。 

辛氏と安田氏の対談では、それぞれがヘ

イト犯罪と闘ってきた歴史をたどり、その

問題点を共有。２０００年代初頭の石原慎

太郎都知事による「三国人発言」をはじ

め、政治家によるヘイトスピーチが一般社

会に浸透し、日本に暮らす朝鮮人をはじめ

とする外国人らに対するヘイト行動を「寛

容する社会」がつくられた流れや、在特会

をはじめとしたヘイト集団が「嘲笑しなが

ら」差別行動を繰り広げるようになった社

会の姿を、対談を通じて明らかにした。 

質疑応答では、「なぜこのような社会が

無くならないのか」「ヘイトスピーチ解消

法を機能させるには何が必要か」といった

質問が寄せられ、論議を深めた。 

会場に駆け付けた衆議院議員・近藤昭一

氏が来賓あいさつ。「日本におけるヘイト

犯罪、外国人差別に対し国会議員として取

り組むべきことを、全力をもって応えてい

きたい」と語った。 

●「中北龍太郎さんを偲ぶ会」開催・・・朝鮮半島の平和実現を故人に誓う 

人権弁護士として活動し、反戦平和運動

なども幅広く行ってきた中北龍太郎弁護士

（昨年１２月に逝去）を偲び、「中北龍太

郎さんを偲ぶ会」が６月１５日、大阪市内

で開かれた。 

 関西共同行動の古橋雅夫さんが主催者あ

いさつ。「中北さんは憲法９条を守る活動

などを積極的に行い、その功績はとても大

きい。今日は中北さんを偲ぶとともに故人

の遺志を継承していく場にしましょう」と

語った。 

 参加者全員で黙とう・献杯後、中北氏を

偲ぶ映像資料が上映された。 

 呼びかけ人をはじめ各界各層代表から追

悼の言葉。韓統連大阪本部を代表し崔誠一

（チェ・ソンイル）事務局長が発言した。

崔事務局長は「中北先生は朝鮮半島の情勢

にも関心を持ち、韓国でのキャンドル革命

の時は『韓国の運動はダイナミックです

ね』と語っていました。中北先生が取り組

まれた朝鮮半島と東アジアの平和実現のた

めの運動を、これからも引き続き取り組ん

でいきます」と語った。 

 遺族からのあいさつの後、「とめよう改

憲！おおさかネットワーク」の松岡幹雄さ

んが閉会あいさつした。 

発言する崔誠一事務局長 

●「韓国オプティカルハイテック労組を支援する会」が月例行動 

「韓国オプティカルハイテック労組を支

援する会（支援する会）」は６月２４日

に、都内で月例行動を展開した。日東電工

の１００％子会社である「韓国オプティカ

ルハイテック」（亀尾市）では、２０２２

年１０月の工場棟火災を口実に工場の廃

業・解雇が行われ、現在、１１人の組合員

が代替生産中の「日東オプティカル」（平

澤市）への雇用継承を求めている。今回の

月例行動には韓国オプティカルハイテック

労組のメンバー２人が日東電工と直接交渉日東電工本社前で抗議するイ・ジヨン事務長（左） 
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するため訪日。宣伝活動にも参加した。 

品川駅前で宣伝活動。全労協などの労働

組合がアピールする中、韓統連の李俊一

（イ・チュニル）事務長が連帯あいさつし

た。李事務長は日東電工に対して「日本の

会社が韓国の労働者を切り捨てるさまは日

帝植民地時代を想起させる。労働弾圧であ

ると同時に、深刻な民族差別だ」と批判し

た。 

日東電工東京本社に申し入れ。会社側は

面談も要請文の受け取りも拒否。支援する

会は要請文の朗読を通じて雇用継承を強く

求めた。 

集約集会では、韓国オプティカルハイ

テック労組のイ・ジヨン事務長がアピー

ル。「わたしたちは会社と話し合うために

日本に来たが、会社はまったく会おうとし

ない。これが労働者を大切にするいう日東

電工のやり方か」と怒りをあらわにし、

「問題を放置すればするほど、日東電工に

対する批判の声が高まっていく。社長は警

備員の後ろに隠れず、わたしたちの前に出

てきて話し合うべきた。わたしたちは、問

題が解決するまで何度でもここに来る決意

だ」と強調した。 

●都内で汚染水海洋投棄抗議行動・・・韓成祐委員長がアピール 

「さようなら原発１０００万人アクショ

ン実行委員会（実行委員会）」は６月２４

日、首相官邸前で「６・２４放射能汚染水

を止めろ！ 官邸前抗議行動」を開催し

た。 

実行委員会から主催者あいさつ。「経産

省は２０５１年までに汚染水の放出が終わ

ると言っているが、作業はまったく進んで

おらず、住民に対する説明も不十分でとて

も信用できない。海は放射能のゴミ捨て場

ではない。汚染水の放出を止めるために、

これからも声を上げ続けていきたい」と

語った。 

反原発団体や市民団体などがアピールす

る中、韓青中央本部の韓成祐（ハン・ソン

ウ）委員長がアピール。「先日韓国の月城

（ウォルソン）原発から汚染水が海に放出

されたとの報道があった。尹錫悦（ユン・

ソンニョル）政権は原発の新規建設を進め

ており、持続可能な社会づくりを求める韓

国市民の声を無視している。一日も早く尹

政権を退陣させ、原発のない社会をつくっ

ていきたい」と語った。 

参加者全体でシュプレヒコール。「放射

能汚染水放出をやめろ」「これ以上海を汚

すな」と訴えた。 

アピールする韓成祐委員長 

●「６.２６東京総行動」実施…争議解決・補償を求める 

 「６.２６東京総行動」が日本製鉄本社前

（東京丸の内）を出発点に都内各所で取り

組まれた。主催は「けんり総行動実行委員

会」。 

 出発集会で東京全労協の大森進議長が

「中小企業で働く労働者の多くが、物価高

に見合わない賃金で生活せざるを得ない状

況」だとし、「賃上げを勝ち取り、一方的

な解雇など資本側の横暴をはねのける闘い

を展開しなければならない」と主催者あい

さつした。 

 日本に遠征闘争中の「韓国オプティカル

「日本製鉄元徴用工裁判を支援する会」がアピール 
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ハイテック労組」、「ＪＡＬ不当解雇撤回

争議団」などのアピールに続いて、「日本

製鉄元徴用工裁判を支援する会」が「３月

に原告の家族が会社側との面談を求めたが

拒否された」と日本製鉄の姿勢を非難し、

「あらゆる人権の尊重が企業活動の基本」

（「日本製鉄グループ人権方針」）とする

ならば、被害者の人権を早急に回復すべき

だと訴えた。中小労組政策ネットワークの

鳥井一平事務局長がまとめのあいさつをし

た。 

 

 「（東京総行動は）自立した争議団が共

闘し連帯して、社会的課題と時代に挑み続

けてきた全一日行動です。“争議の社会

性、各争議団がもっている社会的意味”を

大切にしています。こうして、約半世紀の

間、多くの争議の勝利・解決と、「背景資

本」の概念を判例化させることに寄与する

などの成果を得てきました。戦後の労働運

動史に輝かしい足跡を残してきた「東京総

行動」。差別・人権否定の非正規・外国人

労働者等、横行するフェイク・格差・貧困

等、これらを許さず争議団・争議組合は、

「東京総行動」を武器に勝利をめざしま

す」（「東京総行動ＮＥＷＳ」より抜粋） 

행사예정 行事予定 

7月 

尹錫悦政権弾劾集会（東京） 

日時:７月１３日（土）午後５時３０分開始 場所：京成上野駅前 主催：東京民主実践連帯 

連絡先:０９０－４２９８－６１１３（李） 

 

情勢学習会（神奈川） 

日時:７月２１日（日）午後１時３０分開始 場所：かながわ県民センター 内容：情勢講演

（講師：李俊一（イ・チュニル）事務長） 主催：韓統連神奈川本部 連絡先:０９０－１０

４９－４２６１（文） 

 

８月 

８・６ヒロシマ平和のつどい２０２４ 

日時:８月５日（月）午後５時３０分開始 場所：広島市まちづくり市民交流プラザ 内容：

報告「朝鮮半島の平和と南北統一のために」（尹康彦（ユン・ガンオン）韓統連広島本部代

表委員）他 主催：同実行委員会 連絡先:０９０－４７４０－４６０８（久野） 

 

 

在日コリアン青年学生のための本当の韓国発見ツアー「チンチャコリア」 

日時:８月１０日（土）～１２日（月・休） 内容：光復節記念大会、韓国青年学生との交

流、ＤＭＺ（非武装地帯）平和紀行、都羅山統一展望台、ソウル市内観光など 参加費：３

０,０００円（食事・宿泊など現地滞在費、航空便は各自手配） 主催：在日韓国青年同盟 

連絡先:０３－４４００－５３３１（韓） 

６・１５共同宣言２４周年を迎えました。韓国では新たな統一運動の枠組みが誕生し、統

一を阻む勢力との闘争を当面の課題として掲げています。現在の韓米日軍事「同盟」こ

そ、統一を阻む一番の障壁です。日本の地でも反対の声をあげましょう（李） 

編
集
後
記 






